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１．総合評価落札方式について

 供給される工事等の品質と価格を総合的に評価し、最も優れた工事等を施工できる者と契約

 総合評価点の最も高いものが落札候補者となる

２．総合評価落札方式の評価点

総合評価点 価格評価点 価格以外の評価点= +

総合評価落札方式について
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３．宮城県における総合評価落札方式の種類

（１）建設工事

（２）建設関連業務

実績重視型 施工計画型 施工計画型 技術提案型

型
式

簡易型 標準型
高度型

実績重視型 実施方針型
標準型

型
式

簡易型



１．建設工事における入札契約制度の改正について
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①ＩＣＴ活用証明書・週休２日実施証明書を取得した技術者の評価

②「女性のチカラを活かす企業」の認証企業を評価

③企業評価及び技術者評価に市町村発注工事の実績を追加

【標準型（施工計画型）一般土木工事用の場合】

１－（１） 建設工事総合評価落札方式の改正について
改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞
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H31.4改正 R2.4改正

評価点 評価点

44.5点 46.5点

生産性向上

施工計画等

3点
（1点）

働き方改革の推進女性のチカラを活かす企業の認証取得状況

社
会
性 働き方改革 －

15点 15点

ＩＣＴ施工・３次元化等の活用提案 2点 2点

震災貢献 東日本大震災での対応実績 2点 2点

　合　　　計

地
域
性

地域・貢献 県内企業の活用計画割合 ほか８項目 9.5点 9.5点

労働福祉 建設業退職金共済制度導入の有無　ほか３項目 2点

8点

6点

地域の中小企業の受注
機会の確保

工事成績評定(過去５年間の平均）　ほか３項目

ＩＣＴ活用証明書・週休２日実施証明書の有無
生産性向上・働き方改
革の推進

9点
（1点）

地域の中小企業の受注
機会の確保

工事成績評定（過去２年間の最高評点）　ほか２項目

評価の視点 評　価　項　目 備　考

技
術
力

企業評価
同種工事の経験（過去１０年間）（市町村実績追加）

6点

配置する
技術者
の評価

同種工事の経験（過去１０年間）（市町村実績追加）

※（ ）内は改正する項目の評価点



【総合評価落札方式改正における適用範囲】

１－（１） 建設工事総合評価落札方式の改正について
改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞
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特別簡易型
実績重視型 実績重視型 施工計画型 施工計画型 技術提案型

同種工事の経験（過去１０年間）（市町村実績追加） ○ ○ ○ ○ ○ ○

工事成績評定(過去５年間の平均） ○ ○ ○ ○ ○ ○

優良建設工事施工業者表彰等（過去５年間） ○ ○ ○ ○ ○ ○

ISO9001・14001・みちのくEMS認証取得状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○

地理的条件 ○ ○ ○ ○ ○ ○

同種工事の経験（過去１０年間）（市町村実績追加） ○ ○ ○ ○ ○ ○

工事成績評定（過去５年間の最高評点） ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

継続教育（ＣＰＤ）の取組状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＩＣＴ活用証明書・週休２日実施証明書の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○

建設業退職金共済制度導入の有無 ○ ○ ○ ○ ○ －

退職一時金・企業年金制度導入の有無 ○ ○ ○ ○ ○ －

障害者雇用状況 ○ ○ ○ ○ ○ －

労働条件の明示状況 ○ ○ ○ ○ ○ －

働き方改革 ○ ○ ○ ○ ○ －

評価の視点 評価項目
簡易型 標準型

高度型

技
術
力

企業評価

配置する
技 術 者
の 評 価

宮城県建設工事事故防止優良者表彰等または同表彰等工
事の（監理）主任技術者としての実績（過去５年間）

社
会
性

労働福祉

女性のチカラを活かす企業の認証取得状況



改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞

１－（１） 建設工事総合評価落札方式の改正について

①＜ＩＣＴ活用証明書・週休２日実施証明書を取得した技術者の評価＞

導入する背景
1. 本県では，「新・みやぎ建設産業振興プラン」において，「将来のみやぎの建設産業

を担う人材の確保・育成」という基本目標の下に「技能者の処遇改善の徹底」「現場
の省力化・効率化」「女性活躍の場の拡大」に関する施策を展開することとしてい
る。

2. その中で，施工の省力化・効率化に向け，ＩＣＴ技術を含めた新技術・新工法の活用
や，計画的な休暇の取得，女性の登用を促す取組が求められている。

 これらの証明書の交付を受けた技術者に対するインセンティブ付与として，新たに
「ＩＣＴ活用証明書・週休２日実施証明書の有無」の評価項目を導入します。
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 ＩＣＴ施工・３次元化等の活用を提案した工事や，週休２日工事を実施した監理技術者
又は主任技術者に対し，「ＩＣＴ活用証明書」「週休２日実施証明書」を発行。

（令和元年９月２日施行）

【今回の改正】



改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞

１－（１） 建設工事総合評価落札方式の改正について
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②＜「女性のチカラを活かす企業」の認証を受けた企業の評価＞

 女性が働きやすい職場づくりやワーク・ライフ・バランスの確保に取り組み，「女性
のチカラを活かす企業」の認証を受けた事業者に対し，「女性のチカラを活かす企業
の認証取得状況」の評価項目を導入し，女性の活躍を後押しします。

導入する背景
1. 本県では，「新・みやぎ建設産業振興プラン」において，「将来のみやぎの建設産業

を担う人材の確保・育成」という基本目標の下に「技能者の処遇改善の徹底」「現場
の省力化・効率化」「女性活躍の場の拡大」に関する施策を展開することとしてい
る。

2. その中で，施工の省力化・効率化に向け，ＩＣＴ技術を含めた新技術・新工法の活用
や，計画的な休暇の取得，女性の登用を促す取組が求められている。

【今回の改正】



改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞

１－（１） 建設工事総合評価落札方式の改正について
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③＜企業評価及び技術者評価に市町村発注工事の実績を追加＞

 地域の中小企業等が県発注工事の入札に参加しやすくするため，企業評価及び技能者
評価における「同種工事の経験」の対象にこれまで含まれていなかった市町村発注工
事の実績を追加します。

導入する背景
1. 県発注工事を受注したことのない企業や，市町村発注工事を主に行ってきた技術者の場

合，総合評価の加点が得られにくい状況となっていたことから，受注機会の確保が求め
られている。

【今回の改正】



２．建設関連業務における入札契約制度の改正について
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評価点 評価点

過去５年間の同種業務の実績（②市町村実績追加）

過去２年間の担当した同種業務の成績（最高点）　ほか１項目

品質管理 ＩＳＯ９００１認証の取得 2点 2点

情報収集力 過去５年間の当該業務箇所，周辺での業務実績（②市町村実績追加） 4点 2点 【受注機会の確保】

過去２年間の会社としてのボランティア活動の実績 2点 2点

防災協定の有無（③点数拡充） 1点 2点 【点数拡充】

過去２年間の県内での災害時における地域貢献の実績（③点数拡充・協定に基づく有償も可とする） 1点 2点 【点数拡充】

環境対策 ＩＳＯ１４００１又は，みちのくＥＭＳ認証の取得 2点 2点

労働福祉 障害者雇用条件 2点 2点

①働き方改革 女性のチカラを活かす企業の認証取得の有無 － 2点 【新規追加項目】

24点 22点

資格要件 技術者資格等　ほか１項目 6点 4点 ④【点数拡充】

過去５年間の同種業務の実績（②市町村実績追加） 4点 4点 【受注機会の確保】

過去２年間の担当した同種業務の成績（最高点） 4点 4点

過去５年間の建設関連業務の表彰実績 2点 4点 ④【点数拡充】

情報収集力 過去５年間の当該業務箇所，周辺での業務実績（②市町村実績追加） 4点 4点 【受注機会の確保】

手持ち業務数 4点 4点

24点 28点

業務理解度
業務の目的
・設計条件

業務の目的と設計条件の理解度（1,500文字＋別紙様式2,000文字） 4点 10点

実施手順 業務実施手順 業務工程表⇒業務実施手順の妥当性等（750文字） 2点 5点

業務の手法 業務の手法⇒照査における具体の手法・工夫等（1,500文字＋別紙様式2,000文字） 2点 5点

その他 業務提案⇒有益な代替案や重要事項の指摘等（1,500文字＋別紙様式2,000文字） 2点 5点

10点 25点

50点 50点

50点 50点

108点 125点

10点 6点

小計

価格以外の評価点　合計

業務提案

小計

技
術
提

案

専門技術力

専任性

小計

実
施
方
針

④【点数拡充】
技術力を重視した評
価に改善

技
術
者
評
価

（
管
理
技
術
者

）

資格・実績
等

④【配点変更】
専門技術力の配点を
企業評価１に対して技
術者評価２とする。

業務の品質

社会的責任

地域貢献

企
業
評
価

資格・実績
等

専門技術力

小計

評価の視点 評価項目
H31.4改正 R2.4改正

備考

【価格以外の評価項目の改正】＜簡易型（実績重視型），簡易型（実施方針型），標準型）

＞

①「女性のチカラを活かす企業」

の認証企業を評価

②企業評価及び技術者評価に

市町村発注業務の実績を追加

③災害時における地域貢献の点

数拡充

④技術者評価や実施方針の配

点比率の見直し

２－（１） 建設関連業務総合評価落札方式の改正について

改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞
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【標準型の場合】



２－（１） 建設関連業務総合評価落札方式の改正について

改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞
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①＜「女性のチカラを活かす企業」の認証取得企業を評価＞

導入する背景
1. 本県では，「新・みやぎ建設産業振興プラン」において，「将来のみやぎの建設産

業を担う人材の確保・育成」という基本目標の下に「技術力の強化」「女性の活躍
の場の拡大」「地域の災害対応力の強化」に関する施策を展開することとしている。

2. 地域の優良企業の受注機会確保のため，入札参加者の技術力を適正に評価すると共
に，建設関連業務における働き方改革の推進や担い手の確保・育成を図るため「女
性活躍の場の拡大」が求められている。

 女性が働きやすい職場づくりやワーク・ライフ・バランスの確保に取り組み，「女性
のチカラを活かす企業」の認証を受けた事業者に対し，「女性のチカラを活かす企業
の認証取得状況」の評価項目を導入し，女性の活躍を後押しします。

【今回の改正】



２－（１） 建設関連業務総合評価落札方式の改正について

改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞
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②＜企業評価及び技術者評価に市町村の発注建設関連業務実績を追加＞

 地域の中小企業等が県発注業務の入札に参加しやすくするため，企業評価及び技能者
評価における「同種業務の実績」及び「情報収集力」の対象にこれまで含まれていな
かった市町村発注業務の実績を追加します。

導入する背景
1. 県発注工事を受注したことのない企業や，市町村発注の建設関連業務を主に行ってきた

技術者の場合，総合評価の加点が得られにくい状況となっていたことから，受注機会の
確保が求められている。

【今回の改正】



２－（１） 建設関連業務総合評価落札方式の改正について

改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞
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③＜災害時における地域貢献の点数拡充＞

 災害の頻発や激甚化に伴い，災害時の対応を強化するため，「防災協定の有無」，
「県内での災害時の地域貢献の実績」の点数を拡充します。

導入する背景
1. 本県では，「新・みやぎ建設産業振興プラン」において，「将来のみやぎの建設産

業を担う人材の確保・育成」という基本目標の下に「技術力の強化」「「女性の活
躍の場の拡大」「地域の災害対応力の強化」に関する施策を展開することとしてい
る。

2. 頻発する近年の異常気象等も含めた災害発生時に，建設関連業者が地域の守り手と
して活動してもらうことを促すような評価手法が求められている。

【今回の改正】



２－（１） 建設関連業務総合評価落札方式の改正について

改正内容 ＜価格以外の評価項目の拡充＞

④＜技術者評価や実施方針の配点比率の見直し＞

 「専門技術力」と「情報収集力」の配点を変更し，
企業評価：技術者評価のウエイト １：１⇒１：２
企業評価＋技術者評価：実施方針のウエイト １：０２⇒１：０．５

とし，より技術者への配点を重視した体制へ変更します。
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導入する背景
1. 入札価格が価格評価点の満点付近に集中し，価格点では応札者間での差が付かず，

価格以外の評価だけで落札者が決定し，結果として落札者が偏ったり，限定される
可能性がある。

2. このため多くの入札参加者の受注機会を確保し，技術力をより重視した配点 に変更
するもの。

【今回の改正】



建設関連業務の事業費と落札率の推移について

★総合評価落札方式については，平成２９年度から段階的に試行拡大を図り，現在，指名競争入札と契約額
の割合が逆転している
★県では平成２６年度から，ダンピングを防止し健全な建設産業の育成を図るため調査基準価格を順次改定した
が，平成30年度は平均落札率で調査基準価格の概ねの上限値の８０％程度に低下
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85%
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95%

100%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

うち随意契約 百万円 うち指名競争入札 百万円
うち一般競争入札（最低価格） 百万円 うち一般競争入札（総合評価） 百万円

＜落札率＞建設関連業務（随契含む）％ うち一般競争入札（総合評価）％
契約額
（百万円）落札率

年
度

一般競争入
札（総合評価
落札方式）
の試行開始

調査基準価
格の改定

調査基準
価格改定

予定価格の
事前公表

の本格導入

一般競争入
札（最低価格
落札方式）
の試行開始

調査基準
価格改定

調査基準
価格改定
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91.4% 91.2%
90.8%

91.3%

83.5%

82.4%

81.3%

81.7%

87.8%

87.3%

76.4%

73.2%

72.1%

88.7%

80.3%

78.9%

82.7%
83.5%

81.0%

81.6%
80.8%

81.2%

84.1%

83.2%

85.5%

85.2%
88.4%

87.6%
86.0%

88.0%
87.1%

88.0%

86.4%

89.6% 89.2%

91.6%
90.9%

92.0%
92.6% 92.5%

91.6% 91.8%
92.6%

0.7

0.75

0.8

0.85

0.9

0.95

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

青森県 岩手県 秋田県 宮城県 山形県 福島県

 本県の建設関連業務の平均落札率は，東北6県の中で極めて低い水準である。

東北各県の建設関連業務の平均落札率の推移

(平均落札率)

(年度)

＜出所＞「東北地方発注者協議会資料」（国交省），山形県，福島県公表資料より事業管理課作成

本県の平均
落札率
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建設関連業務の調査基準価格と落札率の比較について

平成３０年度入札結果（一般競争入札＋調査基準価格を適用した指名競争入札）

88.6%

79.4%
78.5%

80.7%

78.5%
78.2%

92.7%

76.0%
71.4%

75.4%

76.9%

79.7%
1,023件

378件

110件 57件 57件 87件 0件

200件

400件

600件

800件

1,000件

1,200件

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

調査基準価格の平均値 平均落札率 件数

 本県の入札において，建設工事については，低入札対策が機能しているため，平均落札
率が調査基準価格の平均値より高くなっている。

 一方，建設関連業務については，多くの業種で平均落札率が調査基準価格の平均値より
低くなっている。

 落札率と調査基準価格との差は，指名競争入札では小さいが，一般競争入札では大きく
なっている。一般競争入札の適用を拡大していけば，建設関連業務全体の落札率が更に
低下することが予想される。
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２－（2）低入札対策について
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業種区分
調査基準価格 ＝Σ①～④

① ② ③ ④

直接業務費相当額 ⑤ 諸経費相当額 ⑥

建設コンサルタン
ト

（改定なし）
直接人件費 直接経費

その他原価
× ０．９

一般管理費
× ０．４８

測 量 直接測量費 測量調査費
諸経費

× ０．４８
－

地質調査 直接調査費
間接調査費

× ０．９

解析等調査業
務

× ０．８

諸経費
× ０．４８

補償コンサルタン
ト

直接人件費 直接経費
その他原価

× ０．９
一般管理費等

× ０．４５

建築・設備 直接人件費 特別経費
技術料等経費

× ０．６
諸経費
× ０．６

調査基準価格の算出 失格判断基準額の算出

【失格判断基準額 １】
調査基準価格における直接業務費相当額（⑤）

× ０．８→０．９５

【失格判断基準額 ２】
調査基準価格における諸経費相当額（⑥）

× ０．８→０．９

【失格判断基準額 3】
入札価格の平均額 × ０．９→０．９５

建設関連業務の失格判断基準額は，調査基準価格の設定下限値に設定し運用してきたが，品確
法の改正等により，建設関連業務においても，さらなる低入札の抑制や担い手の確保育成等が求めら
れていることを踏まえ，ダンピング対策を強化するため，失格判断基準額における各経費の算入率を見直
し，低入札の抑制を図るものです。



２－（2）低入札対策について

 総合評価落札方式の価格評価点が満点となる入札率を引き上げると共に，満
点付近に入札が集中することを防ぐため，楕円の式を導入します。
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入札率（％）

改正楕円式
(調査基準価格×0.95)

現行直線式
(調査基準価格×0.9)

総合評価落札方式の段階
的な拡大に当たり，過度な
価格競争を防止するととも
に，技術力・専門力に優れ
地域を支える優良企業の育
成及び受注機会の確保を図
るため，現行の価格評価点
の満点となる入札率を調査
基準価格の９０％から９
５％に引き上げるとともに，
新たに楕円の式により算出
（入札率１００％を零
点）することとし，さらなる低
入札の抑制を図るものです。



３．特例措置について
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３－（１）震災特例措置の取扱いについて

・東日本大震災からの早期復旧・復興を目指し，県発注工事の入札契約手続き
等に関する様々な特例措置を講じてきている。
・令和２年度は，復旧復興事業のピークは過ぎたものの，未だに継続されてい
ることを踏まえ下記のとおり継続し，運用します。

令和２年度
震災特例 １０項目 ⇒ すべて継続
その他の特例１項目 ⇒ すべて継続

・なお，震災特例措置及びその他特例措置は，今後の状況を見据えながら
令和３年度で原則廃止の方向で検討します。
（なお，震災復興後の建設産業の状況を見据え，項目ごとに制度化等の検討予定）

 東日本大震災等の特例措置を継続します。
 特例措置は，令和３年度で原則廃止の方向で検討します。
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２ 震災特例及びその他の特例措置について
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◆特例措置
①舗装工事の下請負を請負額の５割まで緩和

入札不調対策として，アスファルト舗装工事の自社施工（下請け制限）の緩和。

②入札保証金の適用緩和

入札保証金の対象を設計額１億円以上から設計額５億円以上とし，入札公告から開札ま
での期間短縮を図る。

③低入札価格調査の簡素化・迅速化
数値的判断基準（失格判断基準）に該当しない場合，誓約書の提出により履行能力確認

調査を省略し開札から落札決定までの迅速化を図る。

④総合評価落札方式において，特別簡易型（実績重視型）の導入

施工計画等の提案を省略。開札から落札決定までの迅速化を図る。

３－（２）令和元年台風第１９号に関する特例措置ついて

 措置の項目について
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◆趣旨
令和元年１０月１２日～１３日に本県を通過した台風１９号は本県に甚大な被害を

起こしました。

この災害からの早期復興のため，県発注工事等の入札及び契約手続きに関して，次
の特例措置を令和２年１月１０日以降に公告又は通知する案件から適用しています。



４ 関係資料の掲載箇所について（出納局契約課HP）

【総合評価落札方式の手引き】

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk79.html

【建設工事及び工事関連業務の要綱・要領，様式】

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kk20.html

●上記のほか，入札情報サービス／共通ファイルダウンロードへも

掲載しておりますのでこちらもご確認願います。
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